
平成29年6月16日

（単位 円）

科 目 金 額 金 額

(資産の部)

Ⅰ 流動資産 5,505,284,397 1,612,315,112

現金及び預金 2,715,905,573 1,157,271,408

未収金 2,670,076,433 12,200,000

貸付金 344,129,449 97,051,629

求償債権 7,744,929 23,692,300

未収収益 67,055,041 未払消費税 1,898,000

前払費用 13,660 預り金 596,584

その他の流動資産 20,826,804 14,038,288

繰延税金資産 278,078,649 販売促進引当金 27,939,870

貸倒引当金 -598,546,141 保証債務損失引当金 258,869,891

利息返還損失引当金 16,597,658

その他の流動負債 2,159,484

Ⅱ 固定資産 219,640,860 30,748,339

1.有形固定資産 22,400,521 26,504,697

建物付属設備 17,843,112 4,243,642

器具･備品 4,557,409

2.無形固定資産 1,948,952

電話加入権 1,948,952

3.投資その他の資産 187,439,677 1,643,063,451

投資有価証券 163,357,000

敷金保証金 13,241,624 4,076,603,708

その他投資 10,841,053 30,000,000

4.繰延税金資産(固定) 7,851,710 4,046,603,708

7,500,000

4,039,103,708

2,100,000,000

1,939,103,708

(234,656,985)

5,258,098

5,258,098

4,081,861,806

資産合計 5,724,925,257 5,724,925,257

負債合計

(1)利益準備金

(2)その他利益剰余金

別途積立金

1.資本金

2.利益剰余金

繰越利益剰余金

純資産合計

(当期純利益)

Ⅱ 評価･換算差額等

1.その他有価証券評価差額金

第35期 決算公告

（平成29年3月31日現在）貸 借 対 照 表

1年以内返済長期借入金

未払費用

未払法人税等

香 川 県 高 松 市 田 町 １ １ 番 地 ５

科 目

負債及び純資産合計

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

未払金

賞与引当金

Ⅱ 固定負債

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

株式会社百十四ディーシーカード
代 表 取 締 役 安 藤 陽 德



個別注記表

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（1）資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し

売却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

（2）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産････････定率法（ただし、平成 28 年 4 月 1 日以後に取得した建物附属設備

及び構築物については定額法）を採用している。

ｿﾌﾄｳｪｱ(自社利用)････社内における利用可能期間(5 年)に基づく定額法

（3）引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

いる。

②保証債務損失引当金

保証業務から生ずる債権の貸倒れによる損失に備えるため、主たる債務者の債務不履行

の可能性、及びその結果としての保証履行に伴う求償債権に対する回収不能見込額を過

去の実績率により見積もり、計上している。

③利息返還損失引当金

将来の利息返還損失に備えるため、過去の返還実績等を踏まえて計上している。

④販売促進引当金

カード利用に伴うポイント還元費用の負担に備えるため、会社所定の基準により将来使

用されると見込まれる金額を計上している。

⑤賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に対応する金額を計上

している。

⑥退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額

に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上している。

⑦役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金等の基準に関する内規に基づく

当期末における要支給額を計上している。



（4）リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（5）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。


